マイクロバス等レンタル料の助成金交付要綱

（目的）

第１条　この要綱は、社会福祉法人山県市社会福祉協議会（以下、「本会」という。）が、地域福祉活動を行うボランティア団体の研修会及びふれあいサロンの外出を支援することを目的に借り上げるマイクロバス等（11人から26人乗りの車両）のレンタル料の助成金交付について、必要な事項を定めるものとする。
（対象となる団体）

第２条　マイクロバス等レンタル料の助成金（以下、「助成金」という。）の対象となる団体は、次のとおりとする。
（１）　特定会員に限定せず地域に開かれた運営をしており、年間おおむね１０回以上活動しているふれあいサロン実施団体
（２）　本会に登録しているボランティア団体のうち、福祉活動を行うことを目的に設立されたもの
（３）　まめネット協議会及び福祉まちづくり推進員協議会
（４）　その他、会長が特に認めた団体
（対象となる活動）
第３条　助成金の対象は、次の活動を遂行するためにマイクロバス等の利用が必要な場合に限る。
（１）　ふれあいサロンが通常実施する公民館等以外で行う活動
（２）　ボランティア団体の研修等
（３）　まめネット協議会及び福祉まちづくり推進員協議会の研修等
（４）　前号に掲げるもののほか、会長が特に必要と認めた活動
（助成金額）

第４条　助成金額は、マイクロバス等レンタル料の２分の１以内とし上限１０，０００円とする。ただし、１，０００円未満は切り捨てるものとする。
（助成金の申請）

第５条　助成金の交付を希望する団体は、マイクロバス等レンタル料の助成金交付申請書（様式第１号）を会長に提出する。
２　当該年度での申請は、１団体１回までとする。

（助成金の決定）

第６条　会長は、提出されたマイクロバス等レンタル料の助成金交付申請書に基づき活動が適切なものであると認めたときは、予算の範囲内において助成金の交付を決定する。

２　会長は、前項の規定により助成金の交付を決定（却下）した申請者に対して、マイクロバス等レンタル料の助成金交付決定（却下）通知書（様式第２号）により通知する。

（助成金の交付）

第７条　会長は、助成金交付決定を受けた申請者が助成金請求書（様式第３号）にレンタル料の領収書を添付し提出したのち、助成金の交付を行う。

（その他）

第８条　この要綱に定めるものの他、この事業に必要な事項は、会長が別に定める。

附則
　この要綱は、令和２年１２月１日から施行する。
